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障害者任免状況（障害者雇用率）及び今後の取組について 

 

 

１ 主 旨 

令和３年６月１日現在の本区の障害者任免状況について、障害者雇用促進

法第４２条の規定による特例の認定を受けたことで、区長部局分、教育委員

会分、その他の行政委員会分を本区全体の任免状況として合算・算定のうえ

厚生労働省東京労働局に通報したため、以下のとおり報告する。 

あわせて、法定雇用率（２．６％※）の達成に向けた今後の障害者雇用に

係る取組について報告する。 

※法定雇用率は令和３年３月１日に２．６％に引き上げられた。 

なお、区長会申し合わせによる雇用率の目標は３．０％。 

 

２ 令和３年６月１日現在の障害者雇用率 

 令和３年６月１日現在の障害者雇用率等は以下のとおりである。 

○基礎となる職員数 ２，９６５．５人 

○障害者数  ６２人（実数５２人） 

○障害者雇用率  ２．０９％ 

○雇用率達成のために採用しなければならない障害者数 １５人 

 

（参考）令和２年６月１日現在の障害者雇用率   ２．０８％ 

 

３ 障害者雇用に係る今後の取組 

 今般の障害者雇用率の算定結果を踏まえ、以下のとおり、令和２年度に策

定した障害者活躍推進計画に基づき、計画的な障害者採用を行うとともに、

全庁的な受入体制の整備を推進することで、法定雇用率の達成と障害者が働

きやすい職場環境づくりに取り組む。 

（１）計画的な障害者採用 

（２）全庁的な受入体制の整備 

 

４ 障害者任免状況（障害者雇用率）の公表 

 障害者雇用促進法に則り、厚生労働省に通報した障害者の任免状況を、速

やかにホームページ上にて公表する。 
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